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実践型地域雇用創造事業に係る委託費の返納額の確定について 
 
 

兵庫労働局は、令和元年 11 月 20 日、宍粟市雇用創生協議会（（会長 福元晶三）兵庫県宍粟

市一宮町生栖 851 番地２）との委託契約を解除したところですが、今般、同委託契約に係る委託

費の返納額について、下記のとおり確定したので公表します。 

 

記 

 

１ 返納額 

  35,528,057 円 

  ※このうち、不適正支出額（13,445,888 円）に対して、別途、加算金を課すこととしている。 

【参考】 

返納を求めた理由 

平成 30 年 12 月３日付けで宍粟市雇用創生協議会（以下「宍粟市協議会」という。）と締結した「実践型地

域雇用創造事業委託契約」（令和元年 11 月 20 日付けで一部解除）について、事業の履行状況等に関する調査

を実施したところ、実践型地域雇用創造事業委託契約書第 26 条第１項第４号及び第５号に該当することが確

認できたため、同条第２項に基づき返納を求めたもの。 

 

実践型地域雇用創造事業委託契約書（抄） 

 第 21 条 

 ２ 乙は、委託費を不適切に使用した場合において、その行為を隠匿する目的で経費にかかる領収書や帳簿の

改ざん等「故意」に行った不正行為、及び証拠書類等の滅失・毀損等による使途不明等「重過失」について

は、甲の求めにより、当該委託費の一部又は全部を返還し、さらに委託費を受領した日の翌日を起算日とし

て、支払いの日までの日数に応じて、年 20％の割合で計算した金額の範囲内の金額を加算金として支払わな

ければならない。また、注意義務違反等「過失」によるものは、不適切金額のみの返還とし、加算金を課さ

ないこととする。 

第 26 条 甲（兵庫労働局）は、乙（宍粟市協議会）が次の各号のいずれかに該当する場合は、乙に対する書面に

よる通知により、本契約の全部又は一部を解除することができる。また、本契約の再委託先が次の各号のいず

れかに該当する場合も、同様とする。 

（４）第 16 条に規定する監査等に対する虚偽の報告等が発覚したとき 

（５）この委託事業を適正に遂行することが困難であると委託者が認めるとき 

２ 甲は、前項の規定により、契約を解除したときは、第 20 条の規定に準じて委託費の精算を行う。ただし、

契約の解除について、乙に故意又は重大な過失が認められたときは、その一部又は全部を支払わないことが

できる。また、既に交付した委託費がある場合には、その返還を求めることができるものとする。さらに、

契約が解除された場合において、乙は、甲との協議に基づき委託事業の残務を処理するものとする。 
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